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研究の全体概要 

〇研究の背景と目的：  

世界的な気候変動の影響の顕在化や我が国における悪影響への対処の必要性を背景にして、2018 年

に「気候変動適応法」が成立した。また、2019 年の台風 19 号災害などの気象災害の激化などに対応

して、自治体や企業でも適応策の立案・実施が必要とされている。国際的にはパリ協定の実施に向けた

科学的貢献も求められており、こうした国内外の課題に応えるため、本プロジェクトでは、「我が国の

気候変動適応の取り組みを支援する総合的な科学的情報の創出」を目的にして、最新の科学的知見に

基づいて影響予測・適応評価に関する研究を行う。 

 

〇研究の内容： 

 本プロジェクトでは、統一的な全国規模の影響予測・適応評価をめざして、次の５つのテーマが密

接に連携・協働して研究を推進する。 

【テーマ１】総合的な気候変動影響予測・適応評価フレームワークの開発 

【テーマ２】農林水産業分野を対象とした気候変動影響予測と適応策の評価 

【テーマ３】自然災害・水資源分野を対象とした気候変動影響予測と適応策の評価 

【テーマ４】国民の生活の質（QoL）とその基盤となるインフラ・地域産業への気候変動影響予測と   

      適応策の検討と評価 

【テーマ５】気候変動影響及び適応策に関する経済評価手法の開発 

 

〇環境政策等への貢献： 

このような研究体制によって生まれる成果は、2025 年に予定されている気候変動影響評価と適応計

画の見直し、自治体における適応計画の立案・実施への貢献、また IPCC 第 7次評価報告書やパリ協定

など国際的取り組みに貢献することが期待されている。さらに、本研究では、気候変動に対して

resilient（強靭）な新しい社会のあり方を示すこともめざしている。 

 

 

 

 

 

 

 



研究の全体概要図 

 

 


